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持続可能 な行財政運営 プラン （概要） 

 

 

① イノベーションによる新しい価値の創造 
 

② 時代のニーズの変化に対応したサービスの高質化 
 

③ 効率性・生産性の高い行政運営 
 

④ 人口減少に対応した行財政運営の再構築 
 

⑤ 民間企業・市民等のノウハウや技術の活用 
 

⑥ 公平な負担と財源確保 

人口減少・少子高齢化、技術革新、自然災害の頻発化や新型コロナウイルスの感染拡大

など、社会全体がこれまで経験したことのない大きな変化に直面し、行財政運営の変革が

急務となっています。 

市の財政は、今はまだ危機的な状況ではありませんが、人口減少・少子高齢化による税

収の伸び悩みや地方交付税の減少、社会保障関連経費の増加が顕著になってきています。 

今後もこうした傾向が続きますが、そうした状況であっても、将来にわたり、市民の安

全・安心な暮らしを守りながら、経済の活性化や地域の活力維持につながる人材育成と未

来への投資を行っていかなければなりません。 

こうしたことから、今後も健全な財政を堅持するとともに、社会の変化に合わせ市民サ

ービスを充実させていくため、このたび、基本的な考え方と５年間（令和３～７年度）の

取組を「持続可能な行財政運営プラン」としてまとめました。 

［グラフ１］長岡市の人口の将来推計 

総務省「国勢調査」（1985年～2015年）・国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2020年～2045年）より 

１ 「持続可能な行財政運営プラン」とは 

２ ６つの視点で行財政運営を再構築します 

人口は、すでに約２０年前から減少局面に入っています。 
今後さらに減少し、２５年後には２０万人程度（約２０％減）となる予想です。 
特に、働き盛り世代やその子どもたちの層が著しく減少することが見込まれています。 

［グラフ２］主要収入（市税・地方交付税）の推移 
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地方交付税（臨時財政対策債含む） 
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［グラフ３］社会保障関連経費（扶助費）の推移 

 

令和３年４月 

長 岡 市 

☞ 「プラン」は、こちらからもご覧いただけます。 

〈URL〉 
https://www.city.nagaoka.niigata.jp/ 

shisei/cate01/kaikaku/expert.html 

〈QRコード〉 

 

資料№３ 
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柱１ 持続可能な行政運営を実現する体制の構築 （効果見込み額 ７.７億円） 

効率性や生産性を向上させ、限られた職員数でも質の高いサービスを提供し、課題に

もしっかり対応し続けられる市役所の体制を構築します。 

＜主な取組＞ 

・事務の効率化、集約化及び拠点化の促進 

・支所の事務の集約化・拠点化にあわせ、多様な地域活動を支援する体制の整備 

・今後の人口減少を踏まえ、正規職員７５人程度及び非正規職員７５人程度をさらに

削減 

・行政事務のデジタル化等によるサービスの向上と事務処理の効率化 

・外郭団体の事業や職員数の見直し 

柱２ 適正な受益者負担と多様な財源の確保 （効果見込み額 ７.４億円） 

受益者の負担と公費支出のバランスを適切に保つ観点から、使用料・手数料などを見

直していきます。また、市有財産の利活用等を通じ多様な財源を確保します。 

＜主な取組＞ 

・公共施設の使用料や手数料の改定 

・下水道使用料の改定、水道料金の改定の検討 

・未利用地の売却 

・ふるさと納税や有料広告などの募集 

事務・土木技術・建築技術等職員、保

健師や保育士など 

（１０年間で１６１人削減） 

消防職員 

柱３ 限りある経営資源の最適な配分、地域等との連携と協働 

（効果見込み額 ２.０億円） 

市民ニーズ等の変化に合わせ、事務事業を絶えず見直し、必要性や緊急性がより高い

事業に財源を配分します。また、市民や各種団体等の特性や強みを活かしながら連携・

協働し、地域共生社会の実現を目指します。 

＜主な取組＞ 

・事務事業の見直し 

・市民サービス窓口の運営体制の見直し 

・社会環境や時代のニーズの変化に応じたイベント支援や補助金の再構築 

・コミュニティ推進組織を核に地域と行政が連携・協働する体制づくり 

・雇用や地域活力の維持拡大の視点を踏まえた業務委託や民営化等の推進 

３ ５つの柱で取り組みます 

１８.２億円 
（１２.５％）削減 

【職員の給与水準(R2.4.1現在) 】 
長岡市のラスパイレス指数(☆)は 96.8 
参考：新潟県 ： 99.0 

      新潟市 ： 99.0 
      上越市 ： 98.9 

☆ラスパイレス指数：国家公務員（本
省課長級以下）の給与を 100とした
比較値 

［グラフ４］職員人件費の推移の状況（普通会計）    ［グラフ５］職員数の推移の状況 
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（円／㎥）※税抜き 

［グラフ７］下水道使用料の現状（県内２０市との比較） 

 
県内２０市の平均 
１６３円／㎥ 

※平成 30 年度 地方財政状況調査資料（総務省）より（複数の事業がある市は水量・使用料収入を合算した上で試算） 

汚水処理（各家庭や店舗・企業の生活排水の浄化処理）の費用は、受益者（使用者）が使用料で負担することが
原則ですが、使用料収入だけでは処理費を賄うことが出来ず、今後、設備や施設の更新費用も捻出できなくなっ
てくるおそれが生じてきました。 

アオーレ長岡

（アリーナ・交流ホールなど）

劇場・ホール

（市内５か所計）

体育館

（市内２３か所計）

プール

（市内４か所計）

管理運営費に占める使用料収入

管理運営費に占める公費の額

［グラフ６］公共施設の管理運営費と使用料収入の現状 

  

例示した施設に限らず、施設の管理運営には多額の公費（税金）が投入されています。人口や財源の減少が今後も予想されて
いる中、施設を「使う人」と「使わない人」の公平性の確保が課題となってきました。 

４億円 

２億円 

使用料
約４％ 

使用料 
約１３％ 

使用料 
約２４％ 

使用料 
約１２％ 

管理運営費 
年約 ３.２億円 

管理運営費 
年約 ４.１億円 

管理運営費 
年約 ３.２億円 

管理運営費 
年約 ０.９億円 
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［グラフ８］人口一人当たりの公共施設及び庁舎等の面積の現状 
（三大都市圏以外の施行時特例市との比較） 

柱４ 人口減少などに対応した公共施設の適正管理（効果見込み額 ３.１億円） 

老朽化や人口減少に伴う市民負担の増加を踏まえ、施設の機能統合や縮小・廃止、管

理運営の効率化等を進めます。また、こうした取組を通じ、地域の活力維持などに向け

た新たな未来への投資につなげていきます。 

＜主な取組＞ 

・高齢者福祉施設の入浴サービスの段階的廃止（右記参照） 

・観光、スポーツ、産業振興施設等の廃止・縮小、運営方法の見直しや民営化 

（右記参照） 

・学校・保育園等の機能及び規模の見直し 

・その他（各施設の開館日・時間帯等の見直しや警備方法の変更など） 
 

同規模の都市と比べても、人口あたりの公共施設等の保有面
積が大きく、管理費の負担も大きくなっています。 
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国立社会保障・人口問題研究所推計(2018)

２０年後には、一人当たり約５千円も年間
維持管理費の負担が増えます。 

［グラフ９］人口一人当たりの公共施設等の維持管理費の将来推計 
    ～現状の施設数を維持した場合～ 

≪今後５年間の対象施設≫ 

 

１ 高齢者福祉施設の入浴サービスの段階的廃止 

老人福祉センター（長岡ロングライフセンター、高齢者センターけさじろ・まきや

ま・ふそき・みやうち） 

老人憩いの家（さくらの家、日枝の里、はすはな荘、夕映荘） 

地域福祉センター（山古志地域福祉センターなごみ苑） 

その他の高齢者福祉施設（高齢者コミュニティセンターゆきわり荘） 

 

２ 観光、スポーツ、産業振興施設等の廃止・縮小、運営方法の見直しや民営化 

 ア 観光施設 

東山ファミリーランド、ニュータウンいこいの広場、桝形山自然公園、巴ヶ丘自然

公園、自然休養地四季の里古志、小国商工物産館、道の駅良寛の里わしま（美術館

ゾーン）、道院自然ふれあいの森、杜々の森名水公園、とちおふるさと交流広場、

うまみち森林公園、川口総合交流拠点施設、和島オートキャンプ場等 

 イ スポーツ施設 

乙吉運動広場、東山テニス場、第２スポーツ広場、北部運動公園、三島体育センタ

ー、和島体育館、寺泊体育館、塩谷運動広場、スキー場、悠久山プール等 

 ウ 産業振興施設 

サンライフ長岡、ふるさと体験農業センター、職業技能センター、内水面漁業振興

施設、長岡市特産品加工所 

 エ その他施設 

大手通り地下駐車場、郷土史料館、文書資料室、各地域資料館、ゲストハウス坂井

邸、ながおか市民センター、放置自転車等保管庫、幸町証明発行コーナー、幸町分

室、ニュータウン廃棄物パイプライン施設、障害者地域交流センターふれあいとき

めきハウスほか３施設、地区公民館、教職員住宅、栃尾市民会館、川口文化会館、

小国斎場、寺泊斎場、川口斎場等 
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ア 財政収支試算（プランの取組反映後の令和３年度当初予算に基づく試算）       （単位：億円） 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

歳    入       Ａ １,２９７ １,３３３ １,３３０ １,２６４ １,２５９ 

歳    出        Ｂ １,３０２ １,３４３ １,３４３ １,２８０ １,２７７ 

収 支 差 引 （Ａ－Ｂ） Ｃ ▲５ ▲１０ ▲１３ ▲１６ ▲１８ 

柱１～４の取組実施による
改善効果見込み額 
（令和２年度との比較額） 

５ 
１０ １３ １７ ２０ 

令和４年度以降効果見込み額         

（令和３年度との比較額）   Ｄ ― ５ ８ １２ １５ 

執行時の予算節減等   Ｅ ５ ５ ５ ５ ５ 

決算時の収支差引 

（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） ０ ０ ０ １ ２ 

 

財政調整基金の年度末残高 ４７ ４７ ４７ ４８ ５０ 

 

イ 建設地方債残高の見通し 
(単位：億円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 財政指標 

区  分 平成 23年度 令和元年度 今後５年間の動向 早期健全化基準※3 県内２０市平均 

実質公債費比率 ※1 １５.０％ ５.５％ ＋ １～ ２％ ２５.０％ １０.４％ 

将来負担比率 ※2 ９８.２％ ７４.６％ ＋４０～６０％ ３５０.０％ １０９.６％ 

※1 実質公債費比率：市税等の一般財源の総額に対する当年度の実質的な地方債返済額の割合 

※2 将来負担比率：市税等の一般財源の総額に対する将来負担が見込まれる実質的な負債の総額の割合 

※3 早期健全化基準：国から財政健全化に向けた取組を求められる基準 

  

歳入歳出に 
反映済み 

４ 取組実施による今後５年間の財政見通し 

・財政収支試算では、プランの取組（改善効果見込み総額 約２０億円）を着実に実施して

いくことで、収支均衡を図ることが可能となります。 

・建設地方債残高や財政指標は上昇する見込みですが、健全な水準を概ね維持できる見込

みです。 

・令和８年度以降も、地方債残高や財政指標の動向を注視し、適正な規模の範囲内で事業

を実施していきます。 

柱５ 人材育成と未来への投資 

※本プランでは、未来への投資等による効果額（税収増等）は見込んでいません。 

持続可能な行財政運営の実現には、経済成長による所得向上や税収の維持・拡大等を

図っていくことが大切なため、財政収支の均衡が図られる規模の範囲内で、将来の長岡

を担う人材の育成や未来への投資も実施していきます。 

実施にあたっては、既存の事業・施設の見直しや費用対効果の検討を十分行います。 

＜主な取組＞ 

・時代を切り開き、将来の長岡を担う人材の育成 

・人や企業を集めるために必要な投資（新たに整備する施設の管理運営費は、機能継 

承や統廃合する既存施設の経費の範囲内に収めます） 

・施設の統廃合や縮小と合わせ、収益性向上や活力維持に向けた新規投資の検討 

・安全で豊かな生活を送り続けるためのハード・ソフト両面の環境整備 
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取組の柱ごとに、主な取組と年度別の効果見込み額をまとめています。 

令和７年度までの５年間、この行程表により進捗を管理していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 行程表 

柱 項目 取組 R3 R4 R5 R6 R7

①大課制、班体制への移行

②支所機能の見直し 検討 実施

①職員数の削減

②技能労務職の業務の民間委託等

③消防団員定数の適正化 条例改正 実施

①事務処理の自動化・効率化

②リモートワーク、テレビ会議の
拡大

③事務処理・文書のデジタル化、
電子決裁化

職員の能力開
発と意欲向上

①人材育成方針・研修内容の見直
し

検討 実施

①外郭団体の今後のあり方検討

②外郭団体の定員管理

③寺泊老人ホーム組合の見直し

1.6 2.9 3.9 6.7 7.7

《ﾌﾟﾗﾝの柱 １》

持続可能な行
政運営を実現
する体制の構
築

組織

定員管理

効率性と生産
性の向上

外郭団体等の
経営効率化及
び自主財源の
確保

改善効果見込み額（単位：億円）
（R２年度と比較した改善効果見込み額）

実施

実施（採用抑制）

実施

実施

実施

実施

検討・実施

諸課題の検討・実施

検討・実施

継続検討

柱 項目 取組 R3 R4 R5 R6 R7

①施設使用料の改定 条例改正 実施

②手数料の改定
条例改正
(R3.3議
会)、実施

③まちなか公共施設の非営利使用
料の見直し

条例改正 実施

④行政財産目的外使用料の改定 条例改正 実施

①下水道使用料の段階的改定

条例改正
(3年ごとの

見直しも規

定)

実施
条例改正
（料金表の

見直し）

実施

②水道料金の改定

①未利用地の売却
ゲストハウ
ス坂井邸等
売却

②ふるさと納税、クラウドファン
ディング等による財源確保

0.4 3.2 5.3 5.3 7.4
　　改善効果見込み額（単位：億円）
　　（R２年度と比較した改善効果見込み額）
　※未利用地の売却益など一時的な効果見込み額は計上していません。

《ﾌﾟﾗﾝの柱 ２》

適正な受益者
負担と財源の
確保

使用料・手数
料の見直し

公営企業の経
営健全化

多様な財源の
確保

検討

定期的な検証

定期的な検証

実施

実施

検討・条例改正

柱 項目 取組 R3 R4 R5 R6 R7

①事務事業の見直し

②市民サービス窓口の見直し
幸町証明発
行コーナー
廃止

③児童クラブのあり方の検討 実施

イベント支援
や補助金の再
構築

①補助金の見直し

①アウトソーシングの推進

②地域課題の民間事業者との共同
対応

③コミュニティ推進組織を核に地
域と行政が連携・協働できる地域
づくりの体制について地域委員会
のあり方とともに検討

1.4 1.5 1.7 1.9 2.0

《ﾌﾟﾗﾝの柱 ３》

限りある経営
資源の最適な
配分、地域等
との連携と協
働

事務事業や行
政サービスの
最適化と高質
化

市民や民間事
業者等との連
携と協働によ
る地域経営

改善効果見込み額（単位：億円）
（R２年度と比較した改善効果見込み額）

実施

さらなる見直しの検討、実施

検討

実施

実施

実施

実施

検討
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柱 項目 取組 R3 R4 R5 R6 R7

①高齢者福祉施設における入浴
サービスの段階的廃止

②産業振興施設の廃止又は機能の
縮小

③観光施設の廃止、機能の縮小又
は運営方法の見直し

④小規模なスポーツ施設の廃止又
は機能の縮小

⑤大手通り地下駐車場の適正規模
への縮小

⑥スキー場のあり方の検討
夏季営業
見直し

検討に基
づく見直
し

⑦郷土史料館、文書資料室のあり
方の検討及び地域資料館等の集約

⑧その他施設の廃止、機能の縮小
を含めたあり方の検討

①悠久山プールのあり方の検討
検討に基
づく見直
し

②川口総合交流拠点施設、和島
オートキャンプ場の民間譲渡等の
検討

検討 実施

③保育園の民営化 実施

①学校や保育園等の機能及び規模
の見直し、統廃合の検討

②学校給食調理場の見直し 検討

③学校プールの共同利用

④小規模斎場の統廃合の検討

①庁舎警備の見直し

②公共施設の開館日・開館時間の
見直し

③電力入札など、管理運営の不断
の見直し

1.2 2.5 2.5 3.0 3.1

《ﾌﾟﾗﾝの柱 ４》

人口減少など
に対応した公
共施設の適正
管理

施設の縮小、
廃止等

民営化の推
進・民間サー
ビス等の活用

集約による効
率的・効果的
なサービスの
提供

施設の管理運
営方法の適正
化

改善効果見込み額（単位：億円）
（R２年度と比較した改善効果見込み額）

実施

実施

実施

実施

検討 実施

検討

検討・実施

実施

検討

保育園の統廃合の検討、実施

実施

検討

実施

検討

学校の機能・規模の見直し、学校の統廃合の検討

実施

準備・実施

実施

継続検討

柱 項目 取組 R3 R4 R5 R6 R7

①夢を描き志をたてて生き抜く人
材の育成

②ＩＣＴを活用した人材教育の推
進

③米百俵プレイス（仮称）を活用
した時代の変化に対応できる人材
の育成

①ＮaＤeＣ構想と産業イノベーション、

カーボンニュートラルに向けた取組の推

進

②米百俵プレイス（仮称）への産
業・労働支援機能の集約及び拠点
化

③新たな産業団地の整備やＩＴ系
企業等の誘致

④情報発信・観光交流拠点の整備

⑤広域幹線道路の整備

⑥地域コミュニティの強化に向け
た環境整備

⑦収益性向上と活力維持に向けた
新たな投資の戦略的検討

①中之島新ごみ処理施設（仮称）
の整備

②学校施設の長寿命化対策と適切
な維持管理

③生活道路の整備と適切な維持管
理

④ハード・ソフト両面からの効率
的・効果的な雨水対策

⑤健康・福祉、教育・子育てなど
のサービス拡充と新たな課題への
対応

・本プランでは、未来への投資等による税収増加等の効

　果額は見込んでいません。

・新たに整備する施設は、機能継承や統廃合する既存施

　設の管理運営費の範囲内で運営することを目標としま

　すので、負担増は見込んでいません。

《ﾌﾟﾗﾝの柱 ５》

人材育成と未
来への投資

人材の育成

未来への投資

安全で豊かな
生活環境の整
備

改善効果見込み額（単位：億円）
（R２年度と比較した改善効果見込み額）

実施

実施

建設

実施

実施

実施

実施

実施

検討、実施

建設 運営

実施

実施

実施

実施

建設

実施

実施

4.6 10.1 13.4 16.9 20.2
改善効果見込み額合計　（単位：億円）

（R２年度と比較した改善効果見込み額の合計）
※未利用地の売却益など一時的な効果見込み額は計上していません。


